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注：左側が高齢化率が7%に達した年、右側が高齢化率が14%に達した年を指し、中央は7%から14%に上がるまでに何年かかったかを示している。
出典: Kinsella and Wan He (2009), for Kazakhstan, Vietnam, India and Indonesia calculated using UN (2015)

２

高齢者比率が7%から14%へ増加するのに必要な期間
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日 本 人 口 の 歴 史 的 推 移

2010(平成22)年
1億2,806万人

1872(明治５)年
3,481万人

1721(享保６)年
3,128万人

1600(慶長5)年
1,227万人

人

口

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」（1846年までは鬼頭宏「人口から読む日本の歴史」、1847～1870年は森田優三「人口増加の分析」、1872～2005年は内閣統
計局「明治五年以降我国の人口」、総務省統計局「国勢調査」「推計人口」）

800年(平安初期)

551万人

1280年(鎌倉)

595万人

2060年

8,674万人

2100年
4,959万人

2110年
4,286万人

低位推計

高位推計

1提供：国立社会保障・人口問題研究所 森田朗前所長

2010年をピークに2100年には明治時代の水準へ

（出典）平成２８年１２月１４日中央社会保険医療協議会総会資料２（厚生労働省） 3



（備考）国立社会保障･人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」より作成。
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注１）陸前高田市、大槌町、女川町、桑折町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町は含まれていない。

注２）楢葉町、富岡町、大熊町は含まれていない。
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軽度の認定者数の増が大きい。また、近年、増加のペースが再び拡大。
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要介護度別認定者数の推移
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○ 総費用

２，９１１円

○ 65歳以上が支払う保険料 〔 全国平均 ( 月額・加重平均 ) 〕

介護保険の総費用（※）は、年々増加

※介護保険に係る事務コストや人件費などは含まない（地方交付税により措置されている）。
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第5期（H24～26年度）
（2012~2014）

第4期（H21～23年度）
（2009~2011）

第3期（H18～20年度）
（2006~2008）

第2期（H15～17年度）
（2003~2005）

５，８６９円
(＋６.４％)

第7期（H30～32年度）
（2018~2020）
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介護費用と保険料の推移



第１期から第７期までの介護保険料の分布

１期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 2025

0.14424 0.17777 0.15493 0.16119 0.12750 0.11860 0.12180 0.13190

（変動係数）

介護保険料における保険者間のばらつきは、変動係数を見ると、第２期をピークにおおむね縮小傾向となっ
ているが、第５期～第７期は横ばい傾向となっている。また、事業計画に推計値を記載することになっている
2025年度にかけては、やや拡がっていくことが見込まれている。

8

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 2025

※ 変動係数とは、標準偏差を平均値で除したものであり、ば
らつき度合い（較差の大きさ）を示す一つの統計指標であ
る。
例えば、介護保険料の平均値が5000円で、変動係数が
0.1であれば、5000円±500円（500円は5000円の
0.1倍）の中に、おおむね70％程度の保険者が含まれるこ
とを示すイメージ。



医療・介護の１人当たり保険料・保険料率の見通し①

現状投影 計画ベース

2018年度 2025年度 2040年度 2018年度 2025年度 2040年度

医療保険

協会けんぽ 10.0%
①10.8%

②10.7%

①11.8%

②12.1%
10.0%

①10.6%

②10.5%

①11.5%

②11.8%

健保組合 9.2%
①10.0%

② 9.9%

①11.1%

②11.4%
9.2%

① 9.8%

② 9.7%

①10.9%

②11.2%

市町村国保
（2018年度賃金換算）

7,400円
①8,300円
②8,200円

①8,400円
②8,600円

7,400円
①8,100円
②8,000円

①8,200円
②8,400円

後期高齢者
（2018年度賃金換算）

5,800円
①6,500円
②6,400円

①8,200円
②8,400円

5,800円
①6,400円
②6,300円

①8,000円
②8,200円

介護保険

１号保険料
（2018年度賃金換算）

約5,900円 約6,900円 約8,800円 約5,900円 約7,200円 約9,200円

２号保険料
協会けんぽ・健保組合

協会けんぽ1.57%

健保組合1.52%
1.9% 2.5%

協会けんぽ1.57%

健保組合1.52%
2.0% 2.6%

２号保険料
市町村国保
（2018年度賃金換算）

約2,800円 約3,300円 約4,200円 約2,800円 約3,500円 約4,400円

【経済：ベースラインケース】

※ 医療保険の2018年度における保険料は2018年度実績見込み（協会けんぽは実際の保険料率、健保組合は健康保険組合連合会「平成30年度健保組合予算早期集計結果」
より、市町村国保は予算ベースの所要保険料、後期高齢者は広域連合による見込みを基にした推計値）である。また、2025年度及び2040年度の保険料は2018年度の保険料と
各制度の所要保険料の伸びから算出している。

※ 介護保険の2018年度における２号保険料の健保組合の値は、健康保険組合連合会「平成30年度健保組合予算早期集計結果」による。また、市町村国保の保険料額は、一人
当たり介護納付金額の月額について、公費を除いた額である。2018年度におけるそのほかの保険料は、実際の基準保険料額・保険料率である。

平成 3 0 年 ５ 月 2 1 日
経 済 財 政 諮 問 会 議
加藤臨時議員提出資料
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人生１００年時代を見据えた複線型人生

◇定年の概念にとらわれずに年をとっても働くこと
（生涯現役）を応援

◇その基礎となる健康長寿

◇学び直し（リカレント教育）の普及

◇働き方に中立な社会保障（社会保険の適用拡大）
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高齢者の就労意向と就労希望年齢

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

６０歳くらいまで
11.8

６５歳くらいまで
21.4

７０歳くらいまで
23.6

働けるうちはいつまでも
29.5

７５歳くらいまで
10.1

７６歳以上
2.7

無回答
1.0

（出典）内閣府「平成２５年度 高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（2013）
（注） 60歳以上の男女を対象とした調査（n=1,999）

いつまで働きたいか（６０歳以上の人）

６５．９％

６５％は６５歳を超えても働くことを希望
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65～69歳男子 70～74歳男子 75～79歳男子

65～69歳女子 70～74歳女子 75～79歳女子

新体力テストの合計点の年次推移

（出典）文部科学省「平成26年度体力・運動能力調査」

・高齢者が若返っている。この15年前で比べても5歳以上。

「若返る」高齢者
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高齢者の身体機能の変化

13

（出典）鈴木隆雄他「日本人高齢者における身体機能の縦断的・横断的変化に関する研究」
（第53巻第４号「厚生の指標」2006年４月図17より引用）

○ 高齢者の通常歩行速度は、10年で10歳程度速くなる（2002年の75～79歳は、1992年の65～
69歳と同じ歩行速度）など、高齢者の身体機能は若くなっている。



75～84歳

20歯以上保有者割合 平均歯数

平成 5年 10.6%                           6.2

平成11年 16.3%                           8.6

平成17年 25.0%                         10.1 

平成23年 40.2%                         14.2

平成28年 51.2%                         16.9

※「８０２０運動」が平成元年から始める。

１４



（ターゲット）

• 中高年の糖尿病予防（メタボ対策）

• 高齢者のフレイル対策

（関係者）

・医療保険者・・・「保険者機能」「データヘルス」

・企業・事業主・・「健康経営」

・市町村・・・・・・・「健幸都市」「フレイル（介護予防）」

15

予防・健康づくり



健康状態

心身機能・構造 活 動 参 加

個人因子環境因子

【出典】平成16年1月 高齢者リハビリテーション研究会の報告書

国際生活機能分類（ＩＣＦ）

機能障害 活動制限 参加制約

人が生きていくための機能全体を「生活機能」としてとらえ、
①体の働きや精神の働きである「心身機能」
②ＡＤＬ・家事・職業能力や屋外歩行といった生活行為全般である「活動」
③家庭や社会生活で役割を果たすことである「参加」

の３つの構成要素からなる

生活機能

16



時 間 軸

脳卒中・骨折など
（脳卒中モデル）

虚弱高齢者（廃用症候群モデル）

閉じこもり対
象
者
例

高齢者リハビリテーションのイメージ

食事・排泄・着替え・入浴等
ができるように、意欲への働きかけと環境調整をする

急性期・回復期リハ 生活期リハ

＜ADL向上への働きかけ＞

活動へのアプローチ

＜IADL向上への働きかけ＞
掃除・洗濯・料理・外出等
ができるように、意欲への働きかけと環境調整をする

座る・立つ・歩く等
ができるように、訓練をする

＜機能回復訓練＞

＜役割の創出、社会参加の実現＞
地域の中に生きがい・役割をもって生活できるような居場所と出番づくりを支援する
家庭内の役割づくりを支援する

参加へのアプローチ

生
活
機
能

心身機能へのアプローチ

17



○ 地域リハビリテーション活動支援事業
地域における介護予防の取組を機能強化するために、

通所、訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民
主体の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の関
与を促進する。

○ 一般介護予防事業評価事業
介護保険事業計画に定める目標

値の達成状況等の検証を行い、一
般介護予防事業の事業評価を行う。

○ 地域介護予防活動支援事業
市町村が介護予防に資すると

判断する地域における住民主体
の通いの場等の介護予防活動の
育成・支援を行う。

○ 介護予防普及啓発事業
介護予防活動の普及・

啓発を行う。

○ 介護予防把握事業
地域の実情に応じて収集し

た情報等の活用により、閉じ
こもり等の何らかの支援を要
する者を把握し、住民主体の
介護予防活動へつなげる。

一般介護予防事業

○ 介護予防は、高齢者が要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止を目
的して行うものである。

○ 機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチだけではなく、地域づくりなどの高齢者本人を取り巻
く環境へのアプローチも含めたバランスのとれたアプローチを行う。

○ 年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体の通いの場を充実させ、人と人とのつな
がりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進する。

○ リハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取組を推進し、介護予防を機能強化する。

○ 市町村が主体となり、一般介護予防事業を構成する以下５つの事業のうち必要な事業を組み合わせて
地域の実情に応じて効果的かつ効率的に実施する。
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住民主体の
通いの場

地域介護予防活動支援事業（住民主体の通いの場等）

運動機能向上
体操等

低栄養予防
会食等

口腔機能向上
体操等

社会参加促進
ボランティア、茶話
会、趣味活動等

認知機能低下予防
自己チェック等

通いの場の数と参加率の推移 （参加率(％)） 通いの場の主な内容内訳

19

43,154
55,521

70,134 76,492
91,059

2.7
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3.9 4.2
4.9
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

箇所数

参加率（％）

51.4% 4.1% 20.5% 4.7% 17.5% 1.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

平成29年度

体操 会食 茶話会 認知症予防 趣味活動 その他

※ボランティアポイント制度を活用した介護支援ボランティア活動実施市町村 ３９７市町村（平成２９年度介護保険事務調査）
介護予防に資する取組への参加やボランティア等へのポイント付与 ４４５市町村（平成３０年度（平成２９年度実施分）介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査）

（箇所数(箇所)）

ポイントを活用して、
担い手の確保や参加も促進
（Ｈ30年度実施市町村：445）



平成２５～２９年度 介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査（速報値）

通いの場がある市町村
通いの場の有無

平成25年度：n=1,742 平成26年度：n=1,741 平成27年度：n=1,741 平成28年度：n=1,741 平成29年度：n=1,741 

通いの場の有無別の市町村数

1,084

1,271

1,412

1,385

1,506

658 

470 

329 

356 

235 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

有

無
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平成２５～２９年度 介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査（速報値）

通いの場の主な内容通いの場の開催頻度
（箇所数） （箇所数）

11,712

15,477

20,336

25,266

33,461

9,563

12,556

15,354

16,357

20,097

19,721

24,601

30,304

30,371

33,976

2,158

2,887

4,140

4,498

3,525

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

通いの場の箇所数
平成25年度：n=43,154 平成26年度：n=55,521 平成27年度：n=70,134 平成28年度：n=76,492 平成29年度：n=91,059 

17,963

23,752

30,197

36,932

46,838

2,485

2,800

3,609

3,571

3,776

10,560

13,470

17,158

17,803

18,670

2,615

3,921

4,578

4,262

4,320

9,531

11,578

14,592

13,924

15,9081,547

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度
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平成２５～２９年度 介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査（速報値）

月１回以上２回未満で開催している通いの場が最も多く
週１回以上開催の占める割合も増加

開催頻度別の通いの場の箇所数

11,712

15,477

20,336

25,266

33,461

9,563

12,556

15,354

16,357

20,097

19,721

24,601

30,304

30,371

33,976

2,158

2,887

4,140

4,498

3,525

43,154

55,521

70,134 

76,492 

91,059 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

週1回以上

月2回以上4回未満

月1回以上2回未満

把握していない

通いの場の箇所数
平成25年度：n=43,154 平成26年度：n=55,521 平成27年度：n=70,134 平成28年度：n=76,492 平成29年度：n=91,059 
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平成29年度 介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査（速報値）

参加者実人数 1,698,486人 高齢者人口の4.9％が参加

地域支援事業実施要綱（抜粋）
介護予防に資する住民主体の通いの場への参加者数は、高齢者の年齢、介護認定者数等が地域により異な
るため一律に定めることはなじまないが、平成26年介護保険法改正時に先行事例として紹介された取組では、
高齢者人口の概ね１割であったことを参考にされたい。

4.9%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

全
国
北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

23



地域の実情に応じた工夫

皆さんの苦心や工夫を教えてください。

中山間地域では

集落の集会場や空き地等

を使う。自宅を開放する。

積雪地では

有線放送やCATVで自宅

での運動で代替する。

移動の支援をする。

都心では

ショッピングモール、

カフェ等の民間のスペー

スを見つけて借りる。

大規模団地では

団地の集会所や空き

スペースを使う。

回数を増やす。

２４



25

○高齢期のフレイル（虚弱）段階での進行防止が重要

○フレイルの前段階からの予防対策として身近な場での
住民主体による運動活動や会食その他の多様な社会
参加の機会を作ることも重要

○認知症にも効果

（東京大学高齢社会総合研究機構・飯島勝矢：作図）
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食事
（栄養・口腔ケア）

身体活動
（運動・外出）

社会参加
（就労・社会活動）

①食事（低栄養防止等）
②歯科口腔の定期的な管理

①お友達と一緒にご飯を
②前向きに社会参加を

①たっぷり歩こう
②ちょっと頑張って筋トレ

市町村行政の役割が重要
（地域づくり・住民参加の視点）

フレイル
予防
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・認知症は、運動、食生活、交流、糖尿病予防、難

聴対策の取り組みにより、発症を先送りすることが

できる（予防）。

・しかし認知症は老化。歳を取れば誰もがなる（85

歳40％、90歳60％、95歳80％）。

・したがって、認知症になって生活上の困難が生じ

ても、周知や地域の力で極力それを減らし、幸せに

暮らせるようにすることが大事。

○認知症



予防・健康づくりの推進（医療保険・介護保険における予防・健康づくりの一体的実施）②

○ 高齢者の通いの場を中心とした介護予防（フレイル対策(運動、口腔、栄養等)を含む）と生活習慣病等の疾病予防・重症化
予防の一体的実施。

○ 通いの場の拡大、高齢者に対して生きがい・役割を付与するための運営支援、かかりつけの医療機関等との連携。

○ すべての地域で高齢者が認知症カフェに参加できる環境整備、認知症サポーター養成・かかりつけ医等に対する認知症対応力向上
研修の推進。

28

平成30年４月19日社会保障審議会
医療保険部会資料1-4（抄）



被扶養者

後期高齢者医療

終末期関連医療費国保

被用者保険

転職 転職

退職

国保被扶養者

自営業へ
病気退職 生保

理由③社会保障費の増加抑制

29

参考資料

第２回高齢者の保健事業と介護予防の
一体的な実施に関する有識者会議（平成30年10月５日津下委員講演資料）



見えてきたもの・・・生涯医療費
介護認定から見えてきたもの

・・・医療の結果

30

第２回高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に関する
有識者会議（平成30年９月20日） 東近江市講演資料



項 目 内 容

受付開始 受付、被保険者証の交付

測定 身長、体重、血圧、握力測定

開会あいさつ 主旨説明

制度説明
適正受診

○制度の概要、給付、保険料および今後の手続き等
○重複受診を控えるなどの受診マナーについて。
○お薬手帳の紹介。

口腔ケア
○口腔衛生についての指導
○お口の体操

高齢者健診
介護予防

○認知症を入り口に、生活習慣病予防について説明
○健診を受診しなければならない人を受診につなげる
(自分の身体を知る)

休憩、準備 (測定が終わっていない方の測定)

栄養指導
○意識して取り入れたい食品 (ジュース試飲)
○「食生活現状把握シート」の記入
○食べ方のポイント

運動指導

○活動時間、運動習慣アンケート
○測定 ◆片足立ち◆5メートル歩行
◆ロープ作業◆下肢周囲径
○運動講話

豊かに老いる（終活）
○「わたしの生き方」朗読
○相談窓口の案内

いきいきシニア７５
「健康貯金」

○「健康貯金」プログラムについて

終了あいさつ

事務手続き
○口座振替依頼書
○高額医療費申請書

東近江市後期高齢者ウエルカム事業 いきいきシニア７５ プログラム

広域連合

保険年金課
（資格給付・
料金）

保健所・健康推進課

健康推進課

健康推進課
保険年金課

長寿福祉課
保険年金課

福祉総合支援
課

保険年金課
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第２回高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に関する
有識者会議（平成30年９月20日） 東近江市講演資料
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社会保障審議会介護保険部会
（第74回） 資料２ より



川根本町
総人口
７千人
高齢者人口
３千人

■介護予防教室と健康相談の一体的実施
○概要
・一般介護予防事業として、低栄養の予防を目的とした介護予防教室を実施している。
・保健事業として、健康相談を行っているが人の集まりが悪い状況であった。
・参加者から同日開催のリクエストを受けて、現在は、午前中に介護予防教室＋昼食、午後に同じ会場で健康相談を実施
○スタッフ等
・午前分は一般介護予防事業、午後分は保健事業にて対応

袋井市
総人口
８万８千人
高齢者人口
２万人

■特定健診・保健指導での一般介護予防事業の紹介
○概要
・健診の結果説明や保健指導で、もう少し体を動かしたほうがよいなどという状態の方に対し、
お住まいの地域の介護予防教室や住民主体の介護予防の通いの場を案内している
・介護予防の通いの場では、しぞ～かでん伝体操を実施
・元気アップ運動プログラムの手引き書とＤＶＤも作成している
○スタッフ等
・一般介護予防事業は紹介のみなので、スタッフ等は保健事業にて対応

■住民主体の介護予防の通いの場で健康教育や健康相談を実施
○概要
・コミュニティセンターなどで住民が主体的に介護予防活動をしているため、
そこに保健師が出向き、健康教育や健康相談を実施している
・あらかじめ日時を決め、回覧板等で周知をしている
○スタッフ等
・健康教育、健康相談は、地区担当保健師が担当

（午前中：介護予防教室の様子） （昼食の準備） （低栄養を予防する食事を学びながら昼食会）

静岡県における一般介護予防事業と保健事業の連携事例
作成：静岡県健康福祉部

33（コミュニティセンターでのしぞ～かでん伝体操の様子）

社会保障審議会介護保険部会
（第74回） 資料２ より



疾病予防・
重症化予防

生活機能の改善高齢者

※フレイルのおそれ
のある高齢者全体
を支援

保健事業
介護予防の事業等

医療・介護データ解析

④多様な課題を抱える高齢者や、
閉じこもりがちで健康状態の不明
な高齢者を把握し、アウトリーチ
支援等を通じて、必要な医療サー
ビスに接続。

②高齢者一人ひとりの医療・介護等の情報を一括把握
③地域の健康課題を整理・分析

かかりつけ医等

⑥社会参加を含む
フレイル対策を
視野に入れた取
組へ

⑧通いの場への参加勧奨や、事業内容
全体等への助言を実施

①事業全体のコーディネートや
データ分析・通いの場への積極
的関与等を行うため、市町村が、
地域に保健師、管理栄養士、
歯科衛生士等の医療専門職を配置

⑦医療専門職が、
通いの場等にも
積極的に関与

⑤国民健康保険と後期高齢者
医療制度の保健事業を接続

⑨民間機関の連携等、通い
の場の大幅な拡充や、個
人のインセンティブとな
るポイント制度等を活用

国保中央会・国保連が、
分析マニュアル作成・市町
村職員への研修等を実施

要介護
認定

介護
レセ

フレイル
状態の
チェック

⑪通いの場に、保健医療の視点からの支援
が積極的に加わることで、

・通いの場や住民主体の支援の場で、専門
職による健康相談等を受けられる。

・ショッピングセンターなどの生活拠点等
を含め、日常的に健康づくりを意識でき
る魅力的な取組に参加できる。

・フレイル状態にある者等を、適切に医療
サービスに接続。

特定
健診

医療
レセ

市町村が一体的に実施

経費は広域連合が交付
(保険料財源＋
特別調整交付金)

⑩市民自らが担い手
となって、積極的
に参画する機会の
充実

34

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（市町村における実施のイメージ図）

http://images.google.co.jp/imgres?imgurl=http://business-icon.com/material/005.png&imgrefurl=http://business-icon.com/01-work/005-work.html&usg=__nIn4gvn4ZA8mwgLb0o_Wv9fecPM=&h=300&w=300&sz=8&hl=ja&start=7&zoom=1&tbnid=zm8ehAUOSRSd8M:&tbnh=116&tbnw=116&ei=gFn-UI2PKJHbkgXJ-IDoBg&prev=/search?q=%E6%9B%B8%E9%A1%9E+%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&hl=ja&sa=X&gbv=2&tbs=itp:clipart&tbm=isch&itbs=1


専門職は「一対一」から「一対多」へ （例示）

リハ職

利用者

リハビリテーション

リハ職

訪問介護員

利用者

自立支援の視点をもった身体介護

技術的助言・指導

住民

リーダー

住民

体操の指導

仲間内での共有

プラス

経済社会政策部 社会政策グループ長主任研究員 岩名 礼介氏資料 35



広域連合国（厚生労働省） 市町村

都道府県
（保健所含む）

○保健事業の指針に
おいて、一体的実施
の方向性を明示。

○具体的な支援メニュー
をガイドライン等で提示。

○特別調整交付金の交付、
先進事例に係る支援。

○広域計画に、広域連合
と市町村の連携内容を
規定。

○データヘルス計画に、
事業の方向性を整理。

○専門職の人件費等の
費用を交付。

○一体的実施に係る事業の基本的な方針を作成。

○市町村が、介護の地域支援事業・国保の保健事業
との一体的な取組を実施。

（例）データ分析、アウトリーチ支援、通いの場への
参画、支援メニューの改善 等

○広域連合に被保険者の医療情報等の提供を求め
ることができる。

○地域ケア会議等も活用。

○事例の横展開、県内の健康課題の俯瞰的把握、事業の評価 等

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施するため、後期高齢者の保健事業について、

後期高齢者医療広域連合と市町村の連携内容を明示し、市町村において、介護保険の地域支援事業や国
民健康保険の保健事業と一体的に実施。

国保中央会
国保連合会

○データ分析手法の研修・支援、実施状況等の分析・評価 等

必要な援助

事業の一部を民間機
関に委託できる。

＜市町村が、介護の地域支援事業・国保の保健事業との一体的な取組を実施＞

都道府県への
報告・相談

三師会等の
医療関係団体

○取組全体への助言、かかりつけ医等との連携強化 等

（市町村は事業の
実施状況を把握、
検証）
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高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（スキーム図）

法

法 は法改正事項※

委託 法



国民健康保険法（昭和33年法律第192号）（抄）

第82条 （略）
２ （略）
３ 市町村は、第一項の規定により市町村が行う被保険者の健康の保持増進のために必要な事業のうち、高齢者の心身の特性に応じた事業
を行うに当たつては、高齢者の医療の確保に関する法律第百二十五条第一項に規定する高齢者保健事業及び介護保険法第百十五条の
四十五第一項から第三項までに規定する地域支援事業と一体的に実施するよう努めるものとする。
４～12 （略）

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）（抄）

（高齢者保健事業）
第125条 （略）
２ （略）
３ 後期高齢者医療広域連合は、高齢者保健事業を行うに当たつては、市町村及び保険者との連携を図るとともに、高齢者の身体的、精神
的及び社会的な特性を踏まえ、高齢者保健事業を効果的かつ効率的で被保険者の状況に応じたきめ細かなものとするため、市町村との連
携の下に、市町村が実施する国民健康保険法第八十二条第三項に規定する高齢者の心身の特性に応じた事業（次条第一項において「国
民健康保険保健事業」という。）及び介護保険法第百十五条の四十五第一項から第三項までに規定する地域支援事業（次条第一項にお
いて「地域支援事業」という。）と一体的に実施するものとする。
４～８ （略）

介護保険法（平成９年法律第123号）（抄）

（地域支援事業）
第115条の45 （略）
２～４ （略）
５ 市町村は、地域支援事業を行うに当たっては、高齢者保健事業（高齢者の医療の確保に関する法律第百二十五条第一項に規定する高
齢者保健事業をいう。以下この条及び第百十七条第三項第六号において同じ。）を行う後期高齢者医療広域連合（同法第四十八条に規
定する後期高齢者医療広域連合をいう。以下この条において同じ。）との連携を図るとともに、高齢者の身体的、精神的及び社会的な特性
を踏まえ、地域支援事業を効果的かつ効率的で被保険者の状況に応じたきめ細かなものとするため、高齢者保健事業及び国民健康保険
法第八十二条第三項に規定する高齢者の心身の特性に応じた事業（第百十七条第三項第六号において「国民健康保険保健事業」とい
う。）と一体的に実施するよう努めるものとする。

４～８ （略）

改正案の関係条文

37



○健康診査（歯科健診を含む）に要する経費

（１）後期高齢者医療の被保険者に係る健康診査 平成31年度予算案：約32.5億円（約32.5億円） 補助率：３分の１
・ 生活習慣病を早期に発見し、重症化の予防を図るため、健康診査を実施。

（２）後期高齢者医療の被保険者に係る歯科検診 平成31年度予算案：約7.0億円（約7.0億円） 補助率：３分の１
・ 口腔機能低下や肺炎等の疾病を予防するため、歯・歯肉の状態や口内清掃状態等をチェックする歯科健診を実施。

○医療費適正化等推進事業に要する経費

（３）高齢者の低栄養防止・重症化予防等の推進（介護予防との一体的な実施の先行的取組）平成31年度予算案：約6.1億円（約3.6億円） 補助率：定額

・ 高齢者の特性を踏まえた保健指導等を実施することにより、低栄養、筋量低下等による心身機能の低下の予防、生活習慣病等の重症化予防
等の取組を実施。
・ 高齢者の通いの場を中心とした介護予防・フレイル対策と生活習慣病の疾病予防・重症化予防の市町村における一体的な実施の先行的な取
組を支援。

（注）平成30年度まで実施の、重複・頻回受診（重複投薬等）対策、後発医薬品使用促進等の取組への支援については、特別調整交付金において引き続き助成を行う予定。

※１ 括弧内の金額は平成30年度予算額
※２ 地方負担分について、国庫補助と同額の地方財政措置

後期高齢者医療制度の保健事業

後期高齢者医療制度事業費補助金を活用した保健事業

○長寿・健康増進事業
・ 被保険者の健康づくりに積極的に取り組むための事業に必要な経費を助成。

・ 各広域連合の被保険者数に応じた交付基準額（0.2億円から2.2億円） で実施。

○保険者インセンティブ
・ 後期高齢者医療広域連合による予防・健康づくりや医療費適正化の取組を評価し、特別調整交付金の交付額により配分。
・ 平成30年度は100億円の規模（平成29年度は50億円）で実施。

特別調整交付金を活用した保健事業
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国保中央会国保連合会

健診 医療 介護

各システムからデータを連携

ＫＤＢシステム

・ 処理結果データが格納されたファイルの復号化

・ 個人が特定できる情報の復号化

・ データベースへのデータの蓄積

・ 統計情報等の作成に必要なデータを取得

・ 個人が特定できる情報を暗号化

・ 取得データが格納されたファイルを暗号化

（突合・加工処理）

①突合処理
健診・医療・介護
データを個人単位で
紐付け

②集計処理
県別集計
同規模保険者集計
全国集計

二重の
暗号化

暗
号
解
除

※個人識別情報は暗号化
したままデータ処理

（処理結果）

①統計情報
疾病別医療費分析、
健診・保健指導結果
総括表等

②個人の健康に関す
るデータ
個人別履歴

（健診結果、医療受診
状況、要介護認定
状況）等

医
療
保
険
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
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国保データベース（KDB）システムの全体像

統計情報や個人の健康に関す
るデータを画面表示または帳
票で出力可能（PDFまたは
CSV形式）

保険者等

国保組合

後期高齢者医療
広域連合

介護部門

国保部門

市町村

衛生部門

都道府県

保
険
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

平成30年10月５日
第３回高齢者の保健事業と介護予防の
一体的な実施に関する検討会資料

（国民健康保険中央会提出資料）より抜粋



○これまで保険者単位で行っていたデータ分析をより細分化し、
地区単位（例：住所別、学区別等）で分析することも可能。

40

国保データベース（KDB）システムの特徴

○健診・医療・介護の情報を個人単位で紐付することで、制度
横断的に分析することが可能。

１．健診・医療・介護の突合 ２．地区割りによる分析

○全国の国保連合会が管理するデータを国保中央会（共同処理
センター）へ送付し、一括して集計することで県内集計値・
同規模*集計値・全国集計値などの比較情報を作成する。

３．県・同規模・全国との比較

○保険者・県・同規模などの集計結果を性・年齢別に比較を
行いながら経年比較できる一覧表を作成する。また個人別
履歴に関しても経年比較による追跡と分析が可能。

４．経年比較、性・年齢別分析

健診
結果

医療
レセ

介護
レセ

健診
資格情報

医療
資格情報

介護
資格情報

KDB個人番号 健診 医療 介護

Ａさん 00001 ○ ○ ○

Ｂさん 00002 ○ ○ ×

KDB被保険者台帳

被保険者情報 地区割マスタ

住所：Ａ市ａ町１丁目

住所：Ａ市ａ町２丁目

住所：Ａ市ｂ町１丁目

Ａさん

Ｂさん

Ｃさん

住所：Ａ市ａ町１丁目

住所：Ａ市ａ町２丁目

住所：Ａ市ｂ町１丁目

Ａ地区

Ｂ地区

突合

Ａ地区の分析 Ｂ地区の分析

※平成30年度から二次医療圏集計を追加

医療費 受診料

A市 2,335,400 XXXXXX

B市 1,693,800 XXXXXX

C市 5,115,320

・・ ・・・・・・ ・・・・・

Z市 3,577,300 XXXXXX

健診情報の比較 市区町村別データ

40～74歳

男性 女性

積極的
支援
修了者

動機付
支援
修了者

積極的
支援
修了者

動機付
支援
修了者

Ｈ29
年度

保険者 91 85 91 85

県 86 92 86 92

同規模 70 88 90 82

Ｈ28
年度

保険者 XX XX XX XX

県 XX XX XX XX

同規模 XX XX XX XX

Ｈ27
年度

保険者 XX XX XX XX

県 XX XX XX XX

保健指導の状況 個人別履歴

＊人口や被保険者数を元に保険者規模を分類した区分

平成30年10月５日
第３回高齢者の保健事業と介護予防の
一体的な実施に関する検討会資料

（国民健康保険中央会提出資料）より抜粋



● 上記の現状・課題を踏まえ、一般介護予防事業等の今後
の推進方策等に関する介護保険部会の議論に資するため、
検討会を開催

一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会の開催について（案）

検討スケジュール（イメージ）

開催の目的・主な検討事項

＜主な検討事項＞

（１）現状果たしている機能

（２）効果的な実施方策

（３）専門職等の効果的な関わり方

※保健事業と介護予防の一体的実施等

（４）今後求められる機能やPDCAサイクルに沿った更なる推進方策

（５）その他

現状・課題

● 平成27年度以降、ポピュレーションアプローチの考え方も踏まえ、地域づくりなどの本人を取り巻く環境へのアプローチも含めたバラン
スのとれた取組が重要であることから、通いの場の取組を中心とした一般介護予防事業等を推進。

● 一般介護予防事業等については、一部の自治体ではその取組の成果が現れてきているとともに、介護予防に加え、地域づくりの
推進という観点からも保険者等の期待の声も大きい。

● また、今通常国会において、介護予防と保健事業を一体的に実施することを推進することを盛り込んだ「医療保険制度の適正か
つ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律案」が提出されており、一般介護予防事業等に対する期待も
更に大きくなってきている。

● このような状況を踏まえ、一般介護予防事業等に今後求められる機能やPDCAサイクルに沿った更なる推進方策等の検討を集
中的に実施。

４月 第１回検討会 開催

（月１回程度開催）

夏頃 中間とりまとめ
⇒介護保険部会へ報告

年内 検討結果とりまとめ
⇒介護保険部会へ報告

※ 検討状況により変更の可能性がある

● 介護予防に係る学識経験者、自治体、職能団体等の関
係者により構成

メンバー
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○ 認知症

○ 人手不足

○ 財政の持続性
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
○ 介護保険のあり方
・人口減少時代への適合

・「自助」の応援と「互助」のきっかけ作り（特に軽度中度の段階）
－予防や、病気のなる前のもとの暮らしに戻ることへの応援
－住民同士の支え合いや、社会参加・地域貢献の拡大
・介護に限らず生活課題全般に対応する視点（地域共生社会）
→幸福度の向上につながっているか？
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現下の介護の課題



在宅

高齢者住宅

有料ﾎｰﾑ

高度急性期

急性期医療

回復期医療

まちづくり

公共交通

生活支援

慢性期医療

介護施設

介護ｻｰﾋﾞｽ

自助互助

予防保健

健康づくり

地域包括ケアの縦軸

地域包括ケアの横軸

地域包括ケアの縦軸と横軸

医療と介護の連携・一体化
地域における総合的なチーム医療介護

生活支援とまちづくり
地方創生（経済、生活、文化）

□医療と介護は自動的にはつながらない。
□急性期医療の原理は「救命、治癒」。
□急性期後の医療介護の原理は「治し生活を支える」。
□医療計画は２次医療圏、介護計画は市町村圏。

□実情に合った地域医療介護ビジョンをつくる。
□各地域の個性的な方法で作っていく。
□地域の数だけスタイルがあってよい。

・見まもり
・買い物
・通院の付き添い
・ごみの分別
・預金の引きおろし
・役場の手続きなど

KARASAWA

地域包括ケア
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・本格的高齢化社会
→ 地域での暮らしの重要性が増す

・予防・介護予防、健康づくり支援は必須
→ 住民に身近な行政体（市町村）の責任大
－社会資源を活かす、盛り上げる
－外出先・交流の場づくり
－生涯現役の機会づくり
＝ 「いい地域をつくる」

・ いい地域をつくる取組
→ 住民・ボランティア、自治体、介護・福祉関係者、
医療・保健関係者、教育関係者、各種経済活動団体
など、多くの関係者の総力
によって実現できる。


